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１．業務の目的 

近年、我が国だけでなく、アジア全体において

も携帯電話およびスマートフォンが急激に普及し

てきており、それに伴いモバイルに関するビッグ

データが着目を集めている状況にある。その一方

で、交通分野の調査においては、いまだに我が国

においても多くが紙媒体による対面形式などのア

ンケート調査に基づいており、交通分野における

交通統計の構築には莫大なコストと時間を要して

いる状況にある。 

本調査においては「モバイル・ビッグデータ」

という用語を定義し、数千万台に及ぶ個人所有の

モバイル（携帯、スマートフォン）と 500ｍから

数キロ単位で設置された基地局が 1 時間毎に交信

する際に得られる百万ギガレベルの莫大なデータ

であるモバイル空間統計に着目することとした。

このモバイル・ビッグデータに基づき、時間毎、

季節毎等のダイナミックな人口統計や交通、観光

統計、防災、海難の可視化等により、既存の全国

幹線旅客純流動調査やパーソントリップ調査等を

凌駕する新たな交通情報の策定、提示を目的とし

ている。 

音声電話・データ通信サービスを提供する携帯

電話網では、いつでもどこでも電話やメールを着

信できるように、基地局の電波到達範囲（基地局

エリア）毎に所在する携帯電話を周期的に把握し

ている。この運用データを活用し作成されるモバ

イル空間統計は日本全国の人口分布統計であり、

活用方法の検討が進められているものではあるが、

必ずしも常時流動する人口を捉えた統計情報では

なかった。 

本調査のねらいのひとつは、これまで述べたモ

バイル・ビッグデータとしてのモバイル空間統計

（人口分布統計と人口流動統計）を活用して、国

内および ASEAN などの諸外国に対し、モバイル・

ビッグデータを分析することで可能となる新たな

交通提案を行い、その実証実験を行って効果を検

証すること、ひいては、その新たな交通提案を実

現し展開することである。そのため本調査では、

そうした交通提案の中で用いる運行計画の策定方

法および、運行計画策定に必要となる移動実態に

関するデータの推計方法について検討を行った。 

 

２．モバイル・ビッグデータを活用した実証 

実験に向けたデータ収集・整理 

本調査では、茨城県つくば市をフィールドとし

て、モバイル・ビッグデータと、つくば市から提

供を受けた公共交通実績データに基づき、これま

で本調査で構築してきた移動実態推計方法を用い、

その有効性について調査した。 

 

2-1． つくば市内の移動実態推計 

 まず、メッシュごとのモバイル空間統計を大字

単位に集計して、目的地の大字（以下、目的地大

字）と居住地の大字（以下、居住地大字）の居住

地大字が共通する人口は「移動していない人」の

数とみなすことによって、大字間の移動実態を推

計することとした。各メッシュは、そのメッシュ

内で一番広い面積を占める大字に対応させた。 

 図－１．および図－２.には、2015 年 7 月～8

月の金曜日の 02:00 と 14:00、各時間における平

均的な移動実態を可視化したものである。図上の

緑色の矢印は、居住地大字の重心から目的地大字

の重心に向かって引いたものであり、線の太さは

流入人口を表す。さらに、これらの図からは、た

とえば郊外大型商業施設のある新牧田には 14:00

に多くの人口流入があったが、病院のある天久保

には 02:00 の方が多くの人口流入があったことが

わかる。このように、時間ごとの移動実態を推定

できることも、モバイル空間統計の特徴である。 
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図-1. 2015年7月～8月の金曜日(02:00)移動実態推計 

 

 

図-2. 2015 年 7 月～8 月の金曜日(14:00)移動実態推計 

 

 モバイル空間統計の移動量と PT（パーソントリ

ップ）調査の移動量の関係性の調査を行った。全

64 ゾーンの OD（起終点間の交通量）について線形

回帰分析で相関を取ったところ、相関係数 R が

0.76 となり、ある程度の相関が見られる結果とな

った。 

回帰直線で説明できているゾーン間の OD と外

れ値になるゾーン間の OD を確認したところ、説明

できるゾーン間はゾーン間移動が多く、外れ値と

なっているゾーン間はゾーン内移動量が多い傾向

がある可能性があると見られた。 

 

2-2． モバイル・ビックデータを活用した運

行計画の策定と検証 

 本調査ではつくば市が運行するバス「つくバス」

を分析対象として分析を行う。ここで、つくバス

の小田シャトルはつくばセンターを基点に、テク

ノパーク桜、筑波交流センターを結ぶ路線である。

小田シャトルはつくば市の東部を迂回するルート

が設定されており、つくばセンターからテクノパ

ーク桜へは約 35 分の運行時間がかかる。一方、自

家用車でつくばセンターからテクノパーク桜へ移

動した場合は 20 分程度であり、バスより 15 分も

時間が短縮できる。 

そこで、本調査ではつくばセンター駅、花畑駅

間に新規バス停を設置し、テクノパーク桜の住民

への北部シャトル利用促進を目標とした。 

 

 

図-3．テクノパーク桜からつくばセンターへの 

アクセス 

 

 図－４にプロットされたバス停間 OD は、交通拠

点の[O1]つくばセンターを出発地または目的地と

する OD が大半を占めた。特に[O10]テクノパーク

桜と[O11]春風台は、[O6]金田東と[O7]栄に比べて、

つくバス利用実績に対する移動需要が多く、つく

バスの潜在需要が存在する可能性があることが分

かった。 
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図-4．バス停間の推計 OD 一覧 

 

 

３．ASEAN への展開に向けた調査 

本調査は、経済成長に伴う交通インフラ整備が

喫緊の課題となっている東南アジア地域を対象に、

モバイル・ビッグデータサービスの東南アジア地

域での取り組み状況を整理し必要とされるシステ

ム構成を設計するとともに、交通分野での活用の

可能性について明らかにすることを目的として調

査を進めた。 

 

3-1．ASEAN におけるモバイル･ビッグデータ 

 現状のモバイル・ビッグデータについて、東南

アジア地域では通話記録である CDR（Call Detail 

Record）から端末数等を集計し、マーケティング

に活用するケースが多い。一方で、交通統計とし

ての活用はまだ研究開発の段階である。そこで本

調査では、交通統計活用を念頭に、日本で実サー

ビスとして高精度な滞在人口を推計している、モ

バイル空間統計システムを東南アジア地域で稼動

させる方針で、東南アジア地域におけるモバイ

ル・ビッグデータサービス提供のためのシステム

の概要設計を行った。 

 図－５にモバイル・ビッグデータシステムのシ

ステム概要を示す。本システムは、基地局ごとの

在圏状況データから、地図データ等に基づきエリ

アごとの滞在人口を推計する。また、システムを

運用する上で必要な管理機能も有する。 

 

 

図-5．モバイル・ビッグデータシステムの概要 

 

続いて、図－６にシステムを実装するインフラ

の概要を示す。本システムは、ビッグデータを高

速に処理するために、分散処理プラットフォーム

である Hadoop を採用する。また、処理量の多い空

間情報処理等のために、大容量のメモリを備えた

サーバを採用する。 

 

 

図-6．モバイル・ビッグデータシステムの 

インフラ概要 

 

上述のモバイル・ビッグデータシステムを、

ASEAN 内の具体的な導入ターゲット国をベトナム

と定め、ベトナムで実現する際に生じると思われ

る費用の概算を調査することとした。なお、本シ

ステムは基地局ごとの在圏情報を取得できること
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を前提としているが、本前提自体が確認を取れて

いない。その上で、ベトナムで取得可能な人口統

計の空間粒度の粗さや、シェア変動の激しさを想

定し、各処理の実装規模を見積もった。また、必

要なインフラとその構築工数を見積もった。 

その結果、実装規模が試験工程を含めおよそ 50

人月、サーバ等のインフラに必要な費用が信頼性

に幅を持たせて 1 億～1 億 3 千万円程度、インフ

ラ構築作業がおよそ 20 人月という概算見積りと

なった。 

 本システムは、モバイル空間統計システムを東

南アジア地域で稼動させる方針で概要設計したた

め、空間解像度および時間解像度が高く、高精度

な滞在人口を推計するものとなっている。そのた

め、東南アジア地域で実際に稼動させる際には、

現地の統計ニーズを見極め、システムをダウング

レードしてスモールスタートとすることで、費用

を抑える等の検討が必要になると考える。 

 

3-2．モバイル･ビッグデータの展開可能性 

東南アジア地域のモバイル通信事業者は、自分

自身の顧客分析などのために、何らかのデータ分

析技術やツールを活用しているが、データそのも

のを販売するというところまで商用化している事

業者は限られている。法整備状況では、ここ数年

で東南アジア地域においても個人情報保護の制度

化され、加入者の安心感や受容性が高まっており、

ユーザの位置情報などを法制度に準拠した形で扱

えるようになることが期待できる。このような背

景から、東南アジア地域においてもビッグデータ

処理基盤の整備などの進展により、モバイル通信

事業者が保有するビッグデータを新たなビジネス

チャンスとして活用していくことがより進んでく

ると考えられる。 

モバイル通信事業者のビッグデータに対する取

り組みの成熟度やビジネス状況によって日本との

連携に対する期待は以下の 2 つのパターンが考え

られる。 

・ 一緒に市場拡大やサービス展開をできるパ

ートナー：ユースケースの紹介、顧客の紹介

など 

・ より高度な技術パートナー：高度なデータ分

析ノウハウ（機械学習、Deep Learning）、商

用環境に耐えられるビッグデータ基盤の構

築・運用ノウハウなど） 

また、東南アジア地域の政府、地方自治体や法

人顧客を含めた B2B 向けビッグデータサービスは、

市場の導入期にあたり、市場の立ち上がりはこれ

からである。そのため、以下のアプローチが必要

と思われる。 

・ モバイル通信事業者が保有している既存デ

ータや設備を活用して初期コストがかから

ない形でのサービス立上げ 

・ 公益性の高いユースケースづくり 

・ ユーザの獲得 
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